
例
え
ば
他
人
か
ら

の
暴
力
が
原
因
で
ケ

ガ
を
し
た
と
き
に
、

健
康
保
険
証
を
使
っ

て
治
療
を
受
け
る
と
、

必
ず
「
第
三
者
の
行

為
に
よ
る
傷
病
届
」

を
加
入
し
て
い
る
健

康
保
険
の
窓
口
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

そ
の
ほ
か
、
交
通

事
故
や
飲
食
店
で
の

食
中
毒
な
ど
で
被
害

に
あ
っ
た
場
合
も
同

様
で
す
。

た
だ
し
、
業
務
上

や
通
勤
途
中
で
の
事

故
等
は
、
労
災
保
険

が
適
用
さ
れ
る
た
め
、

健
康
保
険
証
を
使
っ

て
治
療
を
受
け
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

加
入
し
て
い
る
医
療
保
険
や
介

護
保
険
・
労
災
保
険
な
ど
の
保
険

者
を
「
第
１
当
事
者
」
、
ケ
ガ
や

病
気
を
し
た
被
保
険
者
本
人
や
被

扶
養
者
を
「
第
２
当
事
者
」
と
い

い
ま
す
。
そ
し
て
、
そ
の
加
害
者

を
「
第
三
者
」
と
い
い
ま
す
。

も
し
も
前
掲
の
例
の
よ
う
な
第

三
者
の
暴
力
行
為
が
な
け
れ
ば
、

療
養
の
給
付
な
ど
の
保
険
給
付
を

行
う
必
要
が
な
か
っ
た
こ
と
に
な

り
、
第
三
者
の
行
為
に
よ
っ
て
保

険
者
は
損
失
を
受
け
た
こ
と
に
な

り
ま
す
。

ま
た
健
康
保
険
は
、
加
入
者

（
被
保
険
者
）
の
負
担
す
る
保
険

料
と
国
庫
補
助
（
税
金
）
で
ま
か

な
わ
れ
て
い
ま
す
。
不
要
の
給
付

を
す
る
こ
と
で
運
営
資
金
が
圧
迫

さ
れ
、
そ
の
結
果
、
保
険
料
の
ア
ッ

プ
に
つ
な
が
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ

ま
す
。

そ
こ
で
、
傷
病
届
を
提
出
す
る

こ
と
に
よ
り
、
第
三
者
に
対
し
て

保
険
者
が
受
け
た
損
失
分
を
請
求

す
る
の
で
す
。
（
図
参
照
）

次
回
は
、
出
産
育
児
一
時
金
に

つ
い
て
掲
載
い
た
し
ま
す
。
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他
人
か
ら
の
暴
力

で
ケ
ガ
を
し
た
ら
！

「
第
三
者
」
と
は
誰
の
こ
と
？

な
ぜ
届
出
が
必
要
な
の
か

万
一
の
こ
と
が
あ
っ
て
も
、

黙
っ
て
待
つ
だ
け
で
は
年
金

を
受
給
す
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。

年
金
事
務
所
や
年
金
相
談

セ
ン
タ
ー
に

★

行
く
時
間
が
無
い
方

★

遠
く
て
行
け
な
い
方

ぜ
ひ
ご
利
用
下
さ
い

※
受
付
の
み
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

回
答
は
、
受
付
日
の
翌
々
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

メールでご相談の方

ＦＡＸでご相談の方

メールアドレス
k-fujita@k-fujita-sr.com

ＦＡＸ番号
075（571)8611

相
談
ご
希
望
の
方
は
、
連
絡

先
・
生
年
月
日
・
性
別
・
で
き

る
だ
け
具
体
的
な
相
談
内
容
を

記
載
の
上
、
左
記
の
方
法
で
ご

連
絡
く
だ
さ
い
。

お
客
様
の
個
人
情
報
は
、
弊

所
の
個
人
情
報
保
護
方
針
に
基

づ
き
厳
重
に
管
理
い
た
し
ま
す
。

「
ね
ん
き
ん
」

無
料
相
談
受
付
中

医療機関

（病院・医院・薬局）

加害者側

（第三者・保険会社）

保険者

（けんぽ協会など）

請 求

医
療
費
用
（
７
割
分
）

請 求

医療費用（７割分）

治
療
費
（
３
割
負
担
分
）

支
払
い

請

求

被害者

（被保険者・被扶養者）

「第三者行為

による傷病届」

の提出

治療費（３割負担分）



賃
金
は
、
①
通
貨
で
、
②
全
額
を
、

③
労
働
者
に
直
接
、
④
毎
月
１
回
以

上
、
⑤
一
定
期
日
を
定
め
て
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
賃
金
か
ら

税
金
、
社
会
保
険
料
等
法
令
で
定
め

ら
れ
て
い
る
も
の
以
外
を
控
除
す
る

場
合
に
は
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組

織
す
る
労
働
組
合
か
労
働
者
の
過
半

数
を
代
表
す
る
者
と
の
労
使
協
定
が

必
要
で
す
。

一
定
の
要
件
（
①
労
働
者
の
同
意

を
得
る
、
②
労
働
者
の
指
定
す
る
本

人
名
義
の
預
貯
金
口
座
に
振
り
込
む
、

③
賃
金
の
全
額
が
所
定
の
支
払
日
に

払
出
可
能
）
を
満
た
せ
ば
、
金
融
機

関
へ
の
振
込
み
に
よ
り
支
払
う
こ
と

が
で
き
ま
す
。

賃
金
を
本
人
以
外
の
者
に
支
払
う

こ
と
を
禁
止
し
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ

て
、
労
働
者
の
親
権
者
、
法
定
代
理

人
、
委
任
を
受
け
た
任
意
代
理
人
に

賃
金
を
支
払
う
こ
と
は
労
基
法
違
反

と
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
使
者
へ
の

支
払
い
は
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

●
一
〇
日

雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得
届
の

提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し
た
労
働

者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始
届
の

提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有
期
事
業

を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

●
十
五
日

勤
労
青
少
年
旅
客
運
賃
割
引
証
交
付

申
請
書
の
提
出
（
十
一
月
二
〇
日
～

翌
年
一
月
二
五
日
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

●
三
十
一
日

健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報
告
書

の
提
出

［
社
会
保
険
事
務
所
］

労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・
納
付

計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提
出

［
公
共
職
業
安
定
所
］

●
本
年
最
後
の
給
料
の
支
払
を
受
け

る
日
の
前
日
ま
で

給
与
所
得
者
の
保
険
料
控
除
申
告
書

（
生
命
保
険
・
地
震
保
険
・
社
会
保

険
）
兼
給
与
所
得
者
の
配
偶
者
特
別

控
除
申
告
書
の
提
出［

給
与
の
支
払
者
］
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年
々
一
年
が
過
ぎ
る
の
が
早
く

感
じ
ら
れ
ま
す
。
今
年
の
目
標
の

達
成
度
を
振
り
返
り
つ
つ
、
来
年

も
健
や
か
に
過
ご
せ
る
こ
と
を
願
っ

て
い
ま
す
。
ど
う
ぞ
良
い
お
年
を

お
迎
え
く
だ
さ
い
。

（
ぎ
ん
）

編
集
後
記

藤田社会保険労務士事務所

京都市伏見区小栗栖南後藤町6-31-408

TEL・FAX 075-571-8611

E-mail

k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

Ｑ
当社は飲食店を営んでいます。来年度より職

場内での受動喫煙に対する防止対策が義務化

されると聞きました。しかし、来店される顧客の喫煙

は、当社のサービスの一端としていますので、禁煙化

しにくいのが現状です。会社としてどのように対応す

べきでしょうか。

Ａ
ご質問のように、次期国会において労働安全

衛生法を改正し、平成２３年度より事業主に

対して職場での受動喫煙防止対策の実施を義務化する

動きがあります。

仮に法改正案が成立しますと、事業主は、労働者が

職場内で他人の喫煙によって健康を害することのない

よう対策を講じなければなりません。

その対策として、

①．職場内の全面禁煙

②．喫煙室設置による空間分煙

③．①、②が困難な場合に、換気によって可能な限り

受動喫煙の機会を減らす

が挙げられています。

そこで国は、法改正に合わせて喫煙室設置にかかる

費用の一部助成を検討しています。現行案では、設置

費用の4分の1程度（上限200万円）を助成すること、

設置にあたり技術的な問い合わせに対して専門家から

アドバイスが受けられる体制を導入する、などを予定

しています。

顧客に対するサービスと、御社の従業員の健康維持

の両立に向けて、早期に先掲の①から③のいずれかを

検討されることをお勧めいたします。

十
二
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

受動喫煙防止対策

賃
金
支
払
い
の
５
原
則

振
込
払
い
は
、
本
人
の
同
意

が
必
要

本
人
以
外
へ
の
支
払
い
は

違
法
に


